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会　　　則
第１章   総　則
  （名称）
第１条  本会は、愛媛県剣道連盟（以下「剣連」という）と称し、事務局を松山市に置く。
  （組織）
第２条  剣連は、愛媛県内の剣道・居合道・杖道（以下「剣道」という）の修錬、愛好者（以下「会員」）という）で構成する団体で組織する。
第２章   目的及び事業
　（目的）
第３条  剣連は、剣道の奨励と発展を図り、剣道理念を広く普及させ、県民の生活文化の向上に寄与するとともに会員相互の親睦と融和をはかることを目的とする。
  （事業）
第４条  剣連は、前条の目的を達成するために、次の事業を行う。
       （１）剣道の理念にもとづく修錬の研究と指導
       （２）剣道講習会の開催、及び指導者の養成
       （３）加盟団体の育成強化
       （４）剣道大会の開催
       （５）各種大会への選手の選考と派遣
　　　 （６）剣道の段級位審査と付与、並びに称号取得候補者の推薦
       （７）剣道に関する調査研究及び広報並びに資料収集と保管
             「剣道愛媛」の年次発刊等
       （８）会員の表彰並びに物故者の慰霊に関すること
       （９）その他目的達成に必要な事項
第３章   会　員
（会員）
第５条  剣連の会員は、第３条の目的に賛同するもので、次の条件を備えなければならない。
       （１）団体会員．．地域または職域で組織された剣道団体（加盟団体）および高校生団体とする
       （２）個人会員．．加盟団体または高校生団体の会員であること
       （３）名誉会員．．常任理事会で認められたもの
                        1)登録規程第2条2項による
  （登録）
第６条  加盟団体及び個人会員は、別に定めるところの規定により登録をしなければならない。
  （会費）
第７条  加盟団体及び個人会員は、別に定める会費を納入しなければならない。
        なお、既納した加盟金及び会費は返却しない。
  （会員登録の抹消・及び復活）
第８条  剣連の会員が、刑罰・法令に触れるような行為をした場合、又は剣連の名誉を傷つけるような行為があった場合は、登録規定の定めるところにより会員登録を抹消することができる。但し、加盟団体長は会長に対して復帰についての上申をすることができる。
第４章   役　員
  （役員）
第９条  剣連に次の役員をおく。
       （１）会長．．．．１名
       （２）副会長．．．４名（東予１名、中予２名、南予１名）の内、筆頭副会長を会長が委嘱する。
       （３）理事長．．．１名
       （４）常任理事．．２４名以内、各加盟団体より１名（但し西条市連２名・松山市連３名）、学識経験を有する者３名以内とする。
       （５）理事．．．．理事選出基準により決定される相当数
       （６）監事．．．．３名（東予・中予・南予から各１名）
　（理事選出基準）
第１０条
       （１）常任理事は、次の基準により選出する。
 　　　  　東予地区  各１名（但し、西条市剣道連盟は２名）
    　　　 　宇摩剣道連盟  新居浜市剣道連盟  西条市剣道連盟  今治地区剣道連盟
　　       中予地区  各１名（但し、松山市剣道連盟は３名）
    　       東温市剣道会  松山市剣道連盟  上浮穴剣道会  伊予地区剣道連合会
  　       南予地区  各１名
    　       大洲喜多剣道連合会  八幡浜剣道会  西予市剣道連盟
             宇和島地区剣道連合会  南宇和剣道会
  　       県単位  各１名
  　        愛媛県警察（警察のこと） 愛媛県学校剣道連盟（教職員のこと）
            愛媛県矯正職員剣道連合会（刑務官のこと）
愛媛県杖道部  愛媛県居合道部
       （２）理事（常任理事を除く）は、加盟団体の会員の中から次の基準により選出する。基本定数を２名とし、会員登録数比例配分により追加する。この場合の会員数は前年度実績とする。
           　　１５０名以上．．．．．１名
         　　  ２００  〃  ．．．．．２名
        　　   ２５０  〃  ．．．．．３名
        　　   ３００  〃  ．．．．．４名
        　　   ３５０  〃  ．．．．．５名
        　　   ４００  〃  ．．．．．６名
       （３）県単から選出される理事数は次のとおり各地区１名ずつの計３名とする。
               警察  ３      学剣連  ３     矯正職員  ３     
杖道  ３      居合道  ３
１）各地区理事は当該地区理事会に参加しなければならない。
  （役員の選任）
第１１条  剣連役員の選任方法は、次の通りとする。
         （１）会長は、常任理事会で推薦し、理事総会で選任する。
         （２）副会長は、地区理事会で推薦し、理事総会で選任する。
         （３）理事長は、常任理事会で推薦し、理事総会で選任する。
         　　　　 （４）常任理事は、加盟団体から推薦し、又、学識経験者については、会長が推薦し、理事総会で選任する。
         （５）理事は、加盟団体の会員の中から選出し、理事総会で選任する。
         （６）監事は、地区理事会で推薦し、理事総会で選任する。
  （役員の任務）
第１２条  剣連の役員の任務は、次の通りとする。
         （１）会長は、剣連を代表し、会務を総理する。
         （２）副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるときは職務を代理する。
     （３）理事長は、常任理事会を代表し会長の指示により、会務の企画・立案・その他の必要な事項を執行する。
         （４）常任理事は、常任理事会を組織し、必要事項を審議する。
　　　　 （５）理事は、理事総会を組織し、付議事項を議決する。
         （６）監事は、剣連の会計及び会務を監査する。
  （役員の任期）
第１３条  剣連役員の任期は、２年とし再任を妨げない。但し、補欠により選出された役員は前任者の残任期間とする。又、任期満了後も後任者の就任まではその業務を行う。
第５章  名誉会長・名誉顧問・相談役及び顧問・審議員
  （名誉会長・名誉顧問・相談役及び顧問・審議員）
第１４条  剣連に、名誉会長１名・名誉顧問１名・相談役１名及び顧問・審議員若干名をおくことができる。いずれも常任理事会で推薦し、理事総会で会長が委嘱する
　　　　　　　　　　　なお、名誉会長の任務については、役員に準ずるものとする。
第６章  会　議
  （会議の種類）
第１５条  剣連の会議は、理事総会・常任理事会、並びに、三役会議と東予・中予・南予（以下「地区」という）理事会、及び、加盟団体事務局担当者会・顧問会・審議員会とする。
  （理事総会）
第１６条  定期理事総会は、会長が招集し、毎年事業年度終了後２ケ月以内に開催し、次にあげる事項を議決する。また、会長が必要と認めた時は、臨時に理事総会を開催することができる。
          （１）会則・規定の改定
          （２）予算及び決算の承認
          （３）事業計画の承認
          （４）役員の選任
          （５）その他必要な事項
　　　　　会員は、理事総会に出席し、議長の許可を得て発言することができる。但し、議決権を有しない。出席する場合は、一週間前までに事務局へ連絡をしなければならない。
  （常任理事会）
第１７条  常任理事会は、必要に応じて理事長が招集し、次にあげる事項を協議する。
          （１）理事総会の付議事項の審議決定
          （２）全剣連の役員及び評議員の選出等
　　　　　（３）その他必要な事項
　（三役会議）
第１８条  会長、副会長、理事長の三役会議を随時開催するものとし、剣連の運営全般にわたり必要な事項を協議する。
  （地区理事会）
第１９条  地区理事会は、地区内理事を地区選出副会長が招集し、次にあげる事項を検討し決定する。
          （１）三地区対抗剣道大会の選手選考と開催の調整
          （２）幼少年指導者研修会の開催
          （３）役員の推薦
          （４）その他必要な事項
  （加盟団体事務局担当者会）
第２０条  加盟団体事務局担当者会は、理事長が剣連に加盟している団体の事務担当者を毎年１回以上招集し、次にあげる事項を検討する。
          （１）大会日程の調整
          （２）会員登録・会費徴収・名簿作成の要領
          （３）審査会の連絡調整
          （４）調査研究及び広報
          （５）その他必要な事項
  （審議員会）
第２１条　審議員会は、必要に応じて会長が招集し、重要事項を審議する。
  （顧問会）
第２２条  顧問会は、必要に応じて会長が招集し、提案事項を協議する。
（理事総会の代替）
第２３条  理事総会の議決事項につき緊急を要するため理事総会が開催できない場合は、常任理事会が理事総会の権限を代行する。但し、事後において理事総会に報告し承認を得なければならない。
  （会議の成立条件）
第２４条（１）会議の定足数については、各会を構成する現在数の３分の２以上の者が出席しなければ、その会議を開き議決することができない。但し、当該議事につき委任状をもってあらかじめ意志を表した者は、出席者とみなす。
　　　　（２）会議における議決権は、原則として本人でなければ行使できない。但し、居合道、杖道関係については、当該加盟団体の会員にこれを代理行使させることができる。
  （会議の議決）
第２５条  会議の議決は、出席者の過半数で決し、可否同数のときは、議長が決する。
  （議事録署名人）
第２６条  会議は、議事録を作成し、出席者の代表２名が議事録署名者として押印のうえ、これを保存しなければならない。
第７章  称号、段級位審査
  （称号審査）
第２７条　剣連の称号審査については、別に定める規定により行う。
  （段級位審査）
第２８条  剣連の段級位審査については、別に定める規定により行う。
第８章  表彰並びに葬祭
  （表彰）
第２９条  剣連の行う表彰については、別に定める規定において行う。
  （葬祭）
第３０条  剣連の行う葬祭については、別に定める規定により行う。
第９章  事務局
  （事務局）
第３１条  事務局は、別に定める設置規定により設置する。
第１０章  専門委員会
  （専門委員会）
第３２条  剣連の事業を円滑に進めるため、専門委員会を設けることができる。専門委員会の組織及び運営に関しては、別に定める。
第１１章  会　計
  （収入）
第３３条  剣連の会計は、次の収入をもって充てる。
          （１）会費
          （２）審査料及び合格料
          （３）講習料
          （４）補助金
          （５）寄付金
          （６）雑収入
          （７）その他
  （会計期間）
第３４条  剣連の会計年度は、毎年４月１日に始まり、翌年３月３１日に終わる。
  （書類・帳簿）
第３５条  剣連の事務局に次の書類及び帳簿を備えつけるものとする。
          （１）会則・規定
          （２）加盟団体会員名簿
          （３）役員の名簿及び履歴書
          （４）金銭出納簿
          （５）元帳
          （６）領収書綴
          （７）備品台帳
          （８）理事総会及び常任理事会などの議事に関する書類
          （９）称号・段位及び級位受有者名簿または、カ－ド
          （10）事業報告書
          （11）年報「剣道愛媛」
          （12）その他必要な書類及び帳簿
                書類・帳簿の保存は、別に定める。
付　則
　（施行開始日）
　昭和２９年２月２１日より施行された定款及び規約は、平成１２年３月３１日をもって廃止する。
本会則は、平成１２年４月１日より施行する。
[一部改正]は、平成１４年４月１日から実施する。




[一部改正]は、平成１８年４月１日から実施する。
登録規定
  （目的）
第１条  この規定は、会則第６条により、愛媛県剣道連盟（以下「剣連」という）の登録について必要な事項を定める。
  （種類）
第２条  剣連の登録の種類は次のとおりとする。
         （１）  団体会員  加盟団体および高校生団体
         （２）  個人会員 （一級以上とする）
         （３）  名誉会員　功労賞を受賞した者、もしくは、功労賞受賞に値する業績を残した故人
 （加盟の基準）
第３条   （１） 剣連への加入は、地域または職域で組織された次の団体（加盟団体）に所属しなければならない。
           　　　［東予地区］  ４
            　　宇摩剣道連盟  新居浜市剣道連盟  西条市剣道連盟
今治地区剣道連盟
           　　　［中予地区］  ４
           　 　東温市剣道会  松山市剣道連盟  上浮穴剣道会
伊予地区剣道連合会
           　　　［南予地区］  ５
            　　大洲喜多剣道連合会  八幡浜剣道会  西予市剣道連盟
宇和島地区剣道連合会　南宇和剣道会
           　　　［県単］ 　　  ５
            　　愛媛県警察  愛媛県学校剣道連盟  愛媛県矯正職員剣道連合会
　　愛媛県杖道部  愛媛県居合道部
         （２） 加盟団体は、会員の総数が原則として１００名以上とする。
         （３） 高校生については、特に加盟団体に所属する必要はない。
  （会費）
第４条  剣連に加盟が承認された団体及び会員は所属団体を経由して、会員登録と同時に次の会費を毎年納入するものとする。
         （１） 個人年会費
            　①　中学生以下．．．．．５００円
            　②　高校生．．．．．．１０００円（県体育協会個人登録費を含む）
           　 ③　大学生．．．．．．１０００円
            　④　警察．．．．．．．２０００円
            　⑤　一般     一級、初段、二段．．２０００円
                           三段、四段、五段．．４０００円
                           六段、七段、八段．．６０００円
　　　　　　　⑥　一般71歳以上の者は下記表に準ずる。
（年齢は当該年度４月１日を基準）
	　　　　　　　　　　　　6段以上
	3,000円

	3段以上
	2,000円

	1級以上
	1,000円


　　　　　　　⑦　名誉会員は、会費を納入する義務を負わない。
（２） 団体年会費
　　　　　　　①　一般 会員数比例配分による。　
	N0
	加盟団体会員数
	年会費

	1
	50人以下
	15,000円

	2
	100人以下
	20,000円

	3
	150人以下
	25,000円

	4
	200人以下
	30,000円

	5
	250人以下
	35,000円

	6
	300人以下
	40,000円

	7
	350人以下
	45,000円

	8
	351人以上
	50,000円


　　　　　　　②　高校生   ９，０００円（男女別とする）         
　　　　　　　※附則　この規定は、令和２年４月１日から施行する。
  （参加料）
第５条  剣連の主催大会に参加するチ－ム・個人は次の参加料を納入するものとする。
          （１）団体戦出場１チ－ムにつき   ５，０００円
          （２）個人戦出場１名につき       １，０００円
  （入会金）
第６条  剣連には１級取得時点で会員として登録し、次の入会金を納入するものとする。  入会金   １，５００円
  （振興費）
第７条  剣連の称号、段位の合格者に対して、次の強化振興費を納入するものとする。
       　 振興費   ４，０００円
  （資格の喪失）
第８条  加盟団体は、次の場合にはその資格を喪失する。
         （１）脱退
         （２）加盟団体の解散
  （脱退）
第９条  加盟団体が脱退しようとするときは、理由を付して脱退届けを提出しなければならない。
  （登録抹消）
第１０条  加盟団体及び会員が、会則８条に該当する時には、会員登録を会長は、常任理事会に付議し、本人に弁明の機会をあたえた後に協議し、抹消することができる。（登録復活）
第１１条  登録を抹消された者に対し、本人または加盟団体長の申し立てにより、相当の事由があると認めるときは、会長は、常任理事会にはかって、登録の復活を認めることができる。
付　則
  この規定（一部改正）は、平成４年４月１日より施行する。
          （一部改正）は、平成５年４月１日より施行する。
          （一部改正）は、平成７年４月１日より施行する。
          （一部改正）は、平成９年４月１日より施行する。
          （一部改正）は、平成１０年３月１４日より施行する。
        （一部改正）は、平成１２年４月１日より施行する。
（一部改正）は、平成１４年４月１日より施行する。
（一部改正）は、平成３０年４月１日より施行する。
剣道称号・段級位審査規定
第１章　総則
（目的）
第1条 この規定は、剣道の理念および、財団法人全日本剣道連盟（以下、｢全剣連｣という。）の剣道称号・段位審査規則（平成11年6月24日制定、平成15年3月19日一部改正）、剣道称号・段位審査細則（平成11年11月2日制定、平成15年3月19日一部改正）、剣道称号・段位審査実施要領（平成11年11月2日制定）に基づき、剣道の奨励および、その向上に資する目的で、愛媛県剣道連盟（以下、｢剣連｣という。）の剣道称号・段級位を定め、この規定の定めるところにより、それらの審査について必要な事項を定める
（最高位）
第2条 称号・段位を通じ、範士を最高位とする。
（審査員選考委員会）
（1）剣連は、審査員選考委員会を設置する。同委員会は、段位を審査する審査員を選考するほか、第１９条に定める愛媛県剣道連盟会長（以下、｢会長｣）の諮問に答える。また、剣連の称号推薦者審議を会長の要請を受けて行う。
（2）審査員選考委員会の構成は、会長が任命する理事２名、範士２名および学識経験者１名を原則とする。ただし、事情により本構成が得がたいときは、委員の構成を変えることができる。その場合、一つの資格のみによって委員会を構成することはできない。
（3）審査員選考委員の任期は２年とし、再任を妨げない。
（4）会長は、審査員選考委員を任命したときは、速やかに全剣連の定める様式によって、委員の氏名等を全剣連会長に報告しなければならない。
（5）審査員選考委員会の運営については、全剣連選考委員会に関する規定を準用する。
（審査委員長）
第４条
（1） 段位の審査会に審査委員長を置く。
（2） 各審査会の審査委員長は、理事の中から会長が任命する。
（3） 審査委員長は、審査会を掌理し、審査事務に係る成員を指揮監督する。
（4） 審査会における審査委員長の任務は、次のとおりとする。
1 事前に審査員研修を実施する。
2 第７条のうち、審査主任の任務と第８条の審査員の責務の遵守について掌　　　　　　握する。
3 受審者に対し審査の実施に関する指示および諸注意を行う。
4 審査員の採点した採点用紙の集計を行い、合格番号を整理し、合格者の発表を行う。
5 審査員に事故のあった場合は、速やかに適切な処置を行うとともに、審査が遅滞しないように万全を期する。
6 審査員に審査会の運営に関する情報提供を行う。
7 受審者に負傷等の事故が発生した場合は、速やかに適切な処置を行うとともに、審査が遅滞しないよう万全を期する。
8 審査会場全般における秩序と環境の保全を図り、審査の進行管理円滑適正に行う。
9 成員に適切な指示を行う。
（審査員の選考・任命）
第５条　第４条の（２）の規定により任命された審査員長は、その都度段級位の審査会を構成する。
（1） 段位の審査員は、審査員選考委員会の選考に基づき、会長が任命し、その氏名等を全剣連会長に報告しなければならない。
（2） 段位の審査員は、審査の都度、審査員名簿の中から選考する。
（3） 審査員選考委員会は、前項により審査員を選考したときは、速やかに全剣連の定める様式によって、その氏名等所定事項を記載した名簿を、会長に提出して報告しなければならない。
（4） １級位の審査員は、段位の審査員と同様に選考・任命されるほか、剣連加盟団体長によっても選考・任命することができる。
（審査員の選考基準および審査員の数）
第６条　　段級位の審査員を選考する基準は、次のとおりとする。
	　　審査対象
	選考基準
	審査科目
	審査員の数
	年齢制限

	一級
	六段以上の者
	実技
木刀による剣道基本技稽古法
	　
３名
	　　
７０歳以下

	初段ないし三段
	七段以上の者
	実技・形・学科
	５名
	７０歳以下

	四段ないし五段
	七段以上の者
	実技・形・学科
	６名
	７０歳以下


(1) 審査員の年齢制限は70歳以下（71歳の誕生日前日）とする
(2) 審査主任は審査委員長の指名による。
（審査会）
(1)　第４条の（２）の規定により任命された審査員長は、その都度段級位の審査会を構成する。
(2)　段位審査会の審査場に審査主任１名を置く。
(3)  審査主任は、審査委員長の指揮を受けて、当該審査場の審査を運営するほか、審査員を掌握する。
(4)  審査場における審査主任の任務は、次のとおりとする。
①　担当する審査場の運営に関し審査員を指揮し、適正な審査に当たる。
②　担当する審査場の係員に審査の運営に関する指示を行い、適正かつ円滑な審査の進行を図る。
③  審査員に事故のあった場合は、速やかに適切な処置を行うとともに、審
査委員長に報告する等、審査が遅滞しないように万全を期する。
④  審査中、受審者に負傷等の事故が発生した場合は、速やかに適切な処置を行うとともに、審査委員長に報告する等、審査が遅滞しないよう万全を期する。
⑤　あらかじめ定められた方法により審査が行われているかを常に確認する。
⑥　審査場およびその周辺における受審者または見学者等の不適切な挙動
を発見した場合は、直ちに審査を中止し、審査委員長に報告する等、速やかに審査の適正化を図る。
(5)  段位の審査は、すべて計画審査により実施する。
(6)  １級の審査は、計画審査により実施するほか、加盟団体主催の申請審査によっても実施することができる。
(7)   加盟団体が、申請審査を実施した場合、速やかに期日、場所、審査員名、受審者数、合格者数を愛媛県剣道連盟に報告しなければならない。
（審査員の責務）
第８条
（1） 審査員は、審査に当たり、常に厳正、適正、かつ、公平であらねばならない。
（2） 審査員は、その任務の重要性を自覚し、審査の信用を傷つけ、また不名誉となる行為をしてはならない。
（3） 審査員は、上記の責務を全うするため、その公正、公平を疑われるような、いかなる言動も慎まなければならない。
1 審査員は、何人を問わず審査に支障をおよぼすおそれがあると疑われるよ　　　　　　　　　うな、いかなる財産上の利益の供与、若しくは供応接待を受けてはならない。
2 審査員は、審査に利害関係を有する者と審査に公平が疑われるような方法で接見または交信してはならない。
3 審査員は、いかなる審査会においてもみだりに他の審査場に出入りし、ま　　　た他の審査員に対し特定の受審者を益しまたは害するがごとき言動をしてはならない。
4 審査員は、審査に際し、合格または不合格の意思を表明しなければならない。　　　　　
5 平成１５年３月１９日一部改正
第２章　称号の審査
（付与基準）
第９条　　称号は、錬士、教士および範士とし、それぞれ次の各号の基準に該当する者に与えられる。
（1） 錬士は、剣理に錬達し、識見優良なる者
（2） 教士は、剣理に熟達し、識見優秀なる者
（3） 範士は、剣理に通暁、成熟し、識見卓越、かつ、人格徳操高潔なる者
（受審資格）
第１０条　
（1）　称号を受審しようとする者は、剣連の登録会員であって、次の各号の条件を満たさなければならない。
①　錬士　六段受有者で、六段受有後１年を経過し、剣連加盟団体の選考を経て、会長より推薦された者
②　教士　錬士七段受有者で、七段受有後２年を経過し、剣連加盟団体の選考を経て、会長より推薦された者
③　範士　教士八段受有者で、八段受有後８年以上経過し、剣連加盟団体の選考
を経て、会長より推薦された者、ならびに全剣連会長が適格と認めた者
（2） 五段受有後１０年以上を経過し、かつ、年齢６０歳以上で、特に、剣連加盟団体会長より推薦された者で、審査員選考委員会において、第９条第１号の基準に達していると認められた者は、前項第１号の規定にかかわらず、錬士の称号を受審することができる。
（審査の方法）
第１１条
（1） 錬士および教士の審査は、実施要領に定める講習を経て行う。
（2） 範士の審査は、前条第１項第３号に定める資格者の中から選出して、書類選考により行う。
（3） 前２項に規定するほか、審査の方法および運営の細目については、実施要領に定める。
（審査の合否）
第１２条
（1） 錬士および教士の審査は、審査員５名以上の合意により合格とする。
（2） 範士の審査は、審査員８名以上の合意により合格とする。
（特別措置）
第１３条
（1） 全剣連会長は、称号の審査に関し、合格の決定を不当と認めたときは、全剣連選考委員会の意見を聴いてこれを取り消すことができる。この場合の意見は、全剣連会長を除く他の委員５名以上の合意によって決する。全剣連会長は、この意見により合格の決定を不当と認め、これを取り消したときは、その旨を当該受審者に告知するとともに、全剣連選考委員会に通知しなければならない。
（2） 全剣連会長は、称号の審査に関し、特段の事由があると認める受審者については、審査会の評決を斟酌したうえ、全剣連選考委員会の意見を聴いて、これを合格とすることができる。全剣連会長は、審査会の評決を斟酌するに当たり、同会の意見を求めることができる。
（3） 全剣連会長は、不正の手段によって審査を受け、または受けようとした者に対しては、合格を取り消し、またはその審査を停止することができる。この決定は、審査会の申し立てにより全剣連会長が行う。全剣連会長は、この決定をしたときは、その旨を受審者に告知するとともに、剣連会長に通知しなければならない。
第３章　段位の審査
（付与基準）
第１４条　段位は、初段ないし八段とし、それぞれ次の各号の基準に該当する者に与えられる。
（1） 初段は、剣道の基本を修習し、技量良なる者
（2） 二段は、剣道の基本を修得し、技量良好なる者
（3） 三段は、剣道の基本を修練し、技量優なる者
（4） 四段は、剣道の基本と応用を修熟し、技量優良なる者
（5） 五段は、剣道の基本と応用を錬熟し、技量秀なる者
（6） 六段は、剣道の精義に錬達し、技量優秀なる者
（7） 七段は、剣道の精義に熟達し、技量秀逸なる者
（8） 八段は、剣道の奥義に通暁、成熟し、技量円熟なる者
（剣連の審査）
第１５条　
（1） 剣連は、全剣連会長の委任に基づき、初段ないし五段の審査を行う。
（2） 前項の審査は、本規定によるほか、実施要領に定めるところによりこれを行う。
（受審資格）
第１６条　
（1） 段位を受審しようとする者は、剣連の登録会員であって、次の各号の条件を満たさなければならない。
1 初段　一級受有者で、満13歳以上の者
2 二段　初段受有後１年以上修業した者
3 三段　二段受有後２年以上修業した者
4 四段　三段受有後３年以上修業した者
5 五段　四段受有後４年以上修業した者
6 六段　五段受有後５年以上修業した者
7 七段　六段受有後６年以上修業した者
8 八段　七段受有後１０年以上修業し、かつ満４６歳以上の者
9 但し、六・七段受審を目指す者で、剣連が主催する称号審査受審者
　　を対象として開講する日本剣道形講習会を受講することができる。
　　　　　　　　　　　　付則　(平成23年3月30日一部改正)
　　　　　　　　　　　　　この一部改正した規則は平成23年4月1日から施行する。
　　　　　　　　　 付則 ⑨は、平成31年4月1日から施行する。
（2） 次の各号のいずれかに該当し、会長が特段の事由があると認めて許可した者は、前項の規定にかかわらず当該段位を受審することができる。
　　　　　　①　二段ないし五段の受審を希望し、次の年齢に達した者
	受審段位
	年 齢

	二　段
	３５歳

	三　段
	４０歳

	四　段
	４５歳

	五　段
	５０歳


  　　　　　②　初段ないし五段の受審を希望し、次の修業年限を経て、特に優秀と認められる者
	受審段位
	修業年限

	初　段
	一級受有者

	二　段
	初段受有後３か月

	三　段
	二段受有後１年

	四　段
	三段受有後２年

	五　段
	四段受有後３年


（3） （2）項第１号の場合の｢特段の事由｣とは、当該段位相当の付与基準に達していると認められるにもかかわらず、国外に居住したなどの事情により、受審することができなかったような場合をいう。この場合、受審者は、希望する段位を限定して受審するものとし、同時に複数の段位を受審することはできない。また、この場合の審査は、受審した段位についてのみ合否を決定するものとする。
（4） （2）項第２号の｢特に優秀と認められる者｣とは、全国規模の大会および剣連が主催する大会等で抜群の成績を収め、かつ、技量が当該段位に匹敵するに十分と認められる者をいう。
（5） （2）項第１号および第２号の受審は、1回限りとする。
第１７条
（1） 段位の審査は、実技、日本剣道形（以下｢形｣。第５条第２項の｢形｣も同じ。）および学科について行う。
（2） 一級～三級の審査は、実技と木刀による剣道基本技稽古法によって行う。その場合審査は本立ち、かかり手のいずれかを実施することで足りる。
（3） 一級～三級の審査において、木刀による基本技稽古法の不合格者は、その科目を再受審することができる。この場合の再受審の期間は、不合格となった当該審査日から一年以内とし、回数は一回限りとする。
（審査の合否）
第１８条
（1） 一級の審査は、審査員５名の場合、審査員３名以上の合意により合格、審査員３名の場合、審査員２名以上の合意により合格とする。
（2） 初段ないし三段の審査は、審査員3名以上の合意により合格とする。
（3） 四段ないし五段の審査は、審査員4名以上の合意により合格とする。
（特別措置）
第１９条
（１）会長は、初段ないし五段の審査に関し、合格の決定を不当と認めたときは、審査員選考委員会の意見を聴いてこれを取り消すことができる。この場合の｢審査員選考委員会｣の意見は、会長を除く他の委員３名以上の合意によって決する。会長は、この意見により合格の決定を不当と認め、これを取り消したときは、その旨を当該受審者に告知しなければならない。
（２）会長は、初段ないし五段の審査に関し、特段の事由があると認める受審者については、審査会の評決を斟酌したうえ、審査員選考委員会の意見を聴いて、これを合格とすることができる。会長は、審査会の評決を斟酌するに当たり、同審査会の意見を求めることができる。
（３）会長は、初段ないし五段の審査に関し、不正の手段によって審査を受け、または受けようとした者に対しては、合格を取り消し、またはその審査を停止することができる。この決定は、審査会の申し立てにより会長が行う。会長は、本決定をしたときは、その旨を受審者に告知するとともに、審査員選考委員会に通知しなければならない。
（４）会長は、第１項ないし第３項の措置を行ったときは、速やかにその経緯を全剣連の定める様式によって全剣連会長に報告しなければならない。
（受審制限等）
第２０条
（１）剣連の会員で規定に定める資格を有しているものは、全剣連または剣連の行う段級位審査を受審することができる。
（２）剣連は、会員に対し、次の各号に該当する場合のほかは、全剣連への審査の申し込みを受け付けず、または受審を拒否することができない。
①　会員としての義務を果たさず、会員として不適当な行為をした者
②　心身に障害があり、受審することが本人の安全その他の面において適当でないと認められる者
③　犯罪容疑あるいは社会的信用を失墜する行為があり、剣道人として相応しくないと認められる者
④　このほか、特別な事由により適当と認められない者
（３）前号の措置は、剣連の理事会、またはこれに準ずる機関の議を経て行うものとする。
（４）剣連の審査実施者は、審査の実施に当たり、次の各号に該当する者について受審を差し止めることができる。
①　心身の異常または障害が認められ受審することが適当でないと認められる者
②　剣道試合・審判規則第１５条に規定する薬物等を使用していると認められる者
3  受審に当たり不正を行い、または行おうとした者
④　審査会場の秩序を乱すような行為をした者
第４章　称号および段位の返上等
（称号および段位の返上・剥奪）
第２１条
（１）　会長は、称号、段位の受有者が刑罰法令に触れるような行為をし、その他称号、段位を辱めるような非行があったと認めるときは、その者に称号、段位の返上を命じるよう、あるいは、これを剥奪するよう全剣連会長に申し立てをすることができる。
（２）　前項に関する事実調査は、全剣連綱紀委員会において行う。
（３）　全剣連綱紀委員会の長は、事実調査のため会長に所要事項を照会し、その報告を求めることができる。
（４）　前項の照会を受けた会長は、速やかに報告をしなければならない。
（称号および段位の復活）
第２２条　前条の規定により称号、段位を返上し、または剥奪された者、または会長は、称号、段位の復活をするよう全剣連会長に申し立てをすることができる。
第５章　雑　則
（情報の提供）
第２３条　
（１）　会長は、必要に応じ、審査の合否に関する概括的事項を受審者に提供することができる。
（２）　前項による情報の提供を求めることができるのは、受審者のみとし、その者の合否に関する事項に限定される。
（３）　受審者以外の者は、いかなる名目にせよ、審査の経緯、審査員の氏名等の情報の提供を求めることができない。
（審査料等）
第２４条
（1）  受審者は、第３項に定める称号および６段以上の段位の審査料、ならび      に称号および段位の合格にともなう登録料は剣連を経て全剣連に納入しな ければならない。
（2）  受審者は、第３項に定める称号および段級位の審査料、ならびにそれら の合格にともなう登録料を剣連に納入しなければならない。
（3）  第１６条第２項第１号に規定する登録料は、初段より累計した額とする。
（4）  有段者が第１６条第２項第１号の規定により受審し、合格した場合の登 録料は、前項の規定にかかわらず、受審時の直上段位ないし合格した段位の累計した額とする。
（5）  一級の審査を剣連加盟団体が実施したときは、登録料のうち、1500円を剣連に納入するものとする。
（6）  高齢者（７０歳以上）の称号及び段位の全剣連及び剣連への登録料は、別に定められた金額とする。また、１級位の剣連登録料も同様とする。
(7)　  納入金額は下記による。　　
単位:円

	称号
	
	審査料
	
	
	登録料
	
	
	
	総合計

	段級位
	全剣連
	県剣連
	合　計
	全剣連
	県剣連
	入会金
	振興費
	合　計
	

	範　士
	
	
	
	82,500
	37,000
	
	4,000
	122,000
	122,000

	教　士
	11,000
	12,200
	23,000
	49,500
	23,400
	
	4,000
	76,000
	99,000

	錬　士
	7,700
	11,440
	19,000
	33,000
	21,600
	
	4,000
	58,000
	77,000

	八　段
	8,800
	12,360
	21,000
	57,750
	23,300
	
	4,000
	84,000
	105,000

	七　段
	7,700
	12,440
	20,000
	41,250
	22,500
	
	4,000
	67,000
	87,000

	六　段
	6,600
	10,520
	17,000
	24,750
	20,700
	
	4,000
	49,000
	66,000

	五　段
	
	8,000
	8,000
	9,900
	9,280
	
	4,000
	23,000
	31,000

	四　段
	
	7,000
	7,000
	6,600
	6,520
	
	4,000
	17,000
	24,000

	三　段
	
	6,000
	6,000
	4,950
	5,140
	
	4,000
	14,000
	20,000

	二　段
	
	5,000
	5,000
	3,300
	2,760
	
	4,000
	10,000
	15,000

	初　段
	
	4,000
	4,000
	2,530
	2,516
	
	4,000
	9,000
	13,000

	一　級
	
	1,000
	1,000
	
	2,500
	1500
	
	4,000
	5,000


※改正後の「審査料」及び「登録料」の、「全剣連」と「県剣連」の合計の千円未満は切り捨てて徴収します。（県剣連負担とする。）
附則　この規定は、令和２年４月１日から施行する。
付則　（６）の改正規定は、平成31年4月1日から施行する。
（外国人の取り扱い）
第２５条　
（1） 外国人の称号および段位の審査に関する諸手続その他については、本規定を準用するほか、諸手続については別に定める。
（2） 外国人が称号を受審するためには、当該外国人が属する国の団体会長の推薦に基づき、全剣連会長の承認を必要とする。
（3） 外国人が教士または範士の称号を受審するためには、規則に定める錬士または教士の称号受有者でなければならない。
（4） 外国の段位を有する者が全剣連の段位を受審しようとするときは、第２項の規定を準用する。
剣道称号・段級位審査実施要領
称号審査の方法
1． 錬士の審査
（1） 錬士を受審しようとする者の備えるべき条件
1 剣道実技の修練を続けている者
2 剣道の指導的立場にある者として、社会的見識に富み、健全な社会生活を営む者
3 剣連が行う講習を受け、錬士として必要とされる、日本剣道形・審判法・指導法等の知識、実技について能力の認定を受けていること
（全剣連が指定する講習を受講し、終了の認定を受けた者、または、全剣連が行う社会体育指導者資格中級の認定を受けた者は、上記③の認定の全部または一部を省略することができる。）
4 愛媛県剣道連盟公認審判員制度運営規定第１０条（１）の第１種公認審判員を取得し、第１３条の講習の義務を果たしていて、剣連主催の日本剣道形講習会を受講した者。
ただし、本人の申し出により71歳以上の者は義務を免除することができる。
付則　④の改正規定は、令和2年4月1日から施行し、令和元年は移行期とする。
（2） 錬士を受審しようとする者は、別に定める申請書（自筆）に全剣連が出題する小論文（自筆）を添え、剣連に提出する。
（3） 会長は、審査員選考委員会の議を経て、上記（１）の要件に該当すると認めた者について、推薦書に申請書と小論文を付して全剣連会長に候補者として推薦する。
（4） 全剣連会長は、審査員を委嘱し、小論文の審査を行い、失格となった者を除いた候補者を審査会に付議して合否を決定する。
（5） 規則第９条第２項による錬士の受審者に対しても、上記の要領により審査を行う。
（6） 審査は通常年２回実施する。
2． 教士の審査
（1） 教士を受審しようとする者の備えるべき条件
1 剣道実技の修練を続けている者
2 錬士以下を指導する立場にある者として、社会的見識に富み、健全な社会生活を営む者
3 全剣連または剣連が行う講習を受け、教士として必要とされる、日本剣道形・審判法・指導法等の知識、実技について能力の認定を受け、かつ、剣道の指導および審判の経験を有する者
（全剣連が指定する講習を受講し、終了の認定を受けた者、または、全剣連が行う社会体育指導者資格中級の認定を受けた者は、上記③の認定の全部または一部を省略することができる。）
4 　愛媛県剣道連盟公認審判員制度運営規定第１０条（１）の第１種公認審判員を取得し、第１３条の講習の義務を果たしていて、剣連主催の日本剣道形講習会を受講した者。
付則　④の改正規定は、令和2年4月1日から施行し、令和元年は移行期とする。
ただし、本人の申し出により71歳以上の者は義務を免除することができる。
（2） 教士を受審しようとする者は、別に定める申請書（自筆）を剣連に提出する。
（3） 会長は、審査員選考委員会の議を経て、上記（１）の要件に該当すると認めた者について、推薦書に申請書を付して、全剣連会長に候補者として推薦する。
（4） 全剣連会長は審査員を委嘱し、候補者に対し日本剣道形・審判法・指導法・剣道の一般素養に関する筆記試験を行い、試験結果を審査会に提出し合否を決定する。
（5） 審査は通常年２回実施する。
3． 範士の審査
（1） 会長は、審査員選考委員会の議を経て、教士八段受有者で、八段受有後８年以上経過し、規則第８条第３号に定める付与基準に該当すると認めた者について、推薦書を提出し、全剣連会長に候補者として推薦する。
（2） 全剣連は、規則第９条第１項第３号の受審資格を備えた者について、候補者名簿を作成する。
（3） 全剣連は、候補者名簿に記載された者についての予備調査を実施し、調査結果を審査会に提出する。予備調査は、下記の事項について行う。
1 剣道人として実践してきた実績
2 指導者としての実績
3 論文、講演録などの専門的業績
4 人物、識見、剣理に対する評価
5 剣道およびその他、武道修業全般に関すること
（4） 全剣連会長は、予備調査に関し、必要と思われる範囲において、審査員、会長以外の第三者に評価意見を求めることができる。
（5） 審査は通常年１回実施する。
段級位審査の方法
1． 一級～三級審査の木刀による剣道基本技稽古法の内容は以下のとおりとする。
なお、審査において受審者は本立ち、かかり手のいずれかを行う
	受審級位
	木刀による剣道基本技稽古法

	一級
	基本1～９まで

	二級
	基本1～６まで

	三級
	基本1～４まで


２．五段以下の実技審査は、規則第１４条に定める付与基準に基づくほか、特に下記の項目を着眼点として、当該段位相当の実力があるか否かを審査する。ただし、審査の方法は、剣連の実情に応じて、それぞれが定める実施要領により行う。
（１）初段ないし三段
①　正しい着装と礼法
②　適正な姿勢
③　基本に則した打突
④　充実した気勢
（２）四段および五段
初段ないし三段の着眼点に下記の項目を加えたもの
①　応用技の練熟度
②　鍛錬度
③　勝負の歩合
３．六段ないし八段の実技審査は、初段ないし五段の着眼点に加え、下記の項目について、更に高度な技量を総合的に判断し、当該段位相当の実力があるか否かを審査する。
1 理合
2 風格・品位
4． 形審査における日本剣道形の実施本数は次のとおりとする。ただし、初段および二段については、本数を示しており、剣連が太刀の形の中から選択し課すことができる。
	受審段位
	日本剣道形の審査本数

	初　段
	太刀の形３本

	二　段
	太刀の形５本

	三　段
	太刀の形７本

	四　段
	太刀の形７本と小太刀の形３本

	五　段
	太刀の形７本と小太刀の形３本

	六段ないし八段
	太刀の形７本と小太刀の形３本


６．五段以下の筆記試験は、当分の間、剣連の定めた方法によって行う。
付　則
1 この一部を改正した規定は、平成１５年５月１日から施行する。
１級申請審査届出義務を加えた改正規定は、平成１３年４月１日から施行する。
2 昭和４４年４月１日制定の称号審査規程、段位審査規程および昭和４０年４月１日制定の審査員の選考に関する規程は、これを廃止する。ただし、上記の規程によって授与された称号または段位については、本規則により授与される相当の称号または段位として資格あるものとする。九段については従前の規程による。
③　昭和５５年９月１７日施行の外国の段位等の取扱いに関する内規および平成６年１１月４日施行の剣連による段位受審制限について（内規）は、これを廃止する。
④　平成２年４月１日より施行され、平成７年４月１日に一部改正された剣連称号・段級位規定は、平成１２年３月３１日をもって廃止する。
⑤　全剣連の規則改正および、その要請によって、本規則以外の方法で審査などをおこなう場合は、剣連の決議をまたずして，その方法で執行することができる。
6 　九段位の廃止に従って、審査料、登録料を削除した。（平成１８年１２月２５日）
7 　第２４条を改定した。（平成19年4月8日）
8 　第６条⑤に但し書きを追記した。（平成20年12月14日）
9 　全剣連の規定改定に従って、第３章　第１６条②（高齢者の修業期間短縮条項）を削除した。（平成21年4月1日）
10 級位審査規則の制定に伴い追記した。（平成21年12月12日）
11 第１６条を改定した。（平成23年4月10日）
12 第２４条③の表を改定した。（平成26年4月1日）
13 第１６条を再改定した。（平成27年5月13日）
専門委員会規定
  （目的）
第１条  この規定は、剣連会則第３２条により、必要な事項を定める。
  （種類・任務）
第２条  専門委員会の種類及び任務は原則として、次のとおりとする。
    １ 総務委員会は、剣連内の諸事項の研究討議機関とする。
　　　　（１）会則・規定等の改正
      　（２）普及振興策や審査の研究
      　（３）広報活動
      　（４）表彰等の対象者の選考
        （５）その他
    ２ 強化委員会は、次の方法により会員の技術の向上に努める。
        （１）各地区における定期的な稽古会の実施
        （２）全国大会強化会の実施
        （３）各地区の交流の実施
        （４）県外地域との交流の実施
        （５）強化認定選手の選考
        （６）その他
    ３ 居合道専門委員会 居合道全般について
    ４ 杖道専門委員会 杖道全般について
    ５ 公認審判委員会
        （１）別に定める公認審判員制度運営規定の実施
        （２）資質向上のための講習会の開催
    ６ 女性委員会
        （１）女性会員の資質向上と錬成の実施
        （２）女性の自立を促進し、組織の強化をはかる。
    ７ 年報編集委員会
        （１）剣道愛媛の発行に努める。
        （２）広報活動、刊行物に関すること
  （構成）
第３条  専門委員会の各委員長は、会長が委嘱する。
    １ 総務委員の構成人数は１１名を原則とする。
        その内訳は、常任理事より３名を会長が推薦し、その他は各地区副会長が２名ずつを推薦し、さらに居合道部、杖道部から１名ずつを選出し構成する。
    ２ 強化委員の構成人数は17原則とする。
        強化委員の各地区選出者については、地区副会長が3名を選出し、警察２名・学剣連5名（高体連専門委員長、中体連専門委員長各1名）・矯正職員１名・女性１名をそれぞれ選出し構成する。なお、各地区において強化委員補佐を選出することができる。その内訳は各地区加盟団体から２名ずつをもって構成する。
　　３ 居合道専門委員会・丈道専門委員会・公認審判委員会・女性委員会・年報編集委員会の委員は会長が委嘱する。
    ４ 委員長は、副委員長を設置することができる。
    ５ 委員長は、理事長の要請により、理事総会及び常任理事会に出席し意見を述べるとともに、質問に答えるものとする。
 （任期）
第４条  委員長及び委員の任期は２年とし、任期終了以前に終了したものは、常任理事会の確認をもって終了する。また、委員長及び委員は、その任期終了後でも後任者が就任するまでは、その任務を行う。
  （会議）
第５条  委員長は、理事長と協議の上、委員会を招集して議事進行に当たり、会議の結果は、その都度要点を記録する。
　      　１ 理事長及び事務局長及び各部長は、委員会に出席し意見を述べることができる。
        　２ 委員会は、必要に応じて参考人の出席を求め、意見を聞くことができる。
　（報告）
第６条　委員会における調査研究の結果は、常任理事会に報告する。
付　則
  この規定は、昭和６２年４月１日より施行する。
   　　　　　（一部改正）は、平成７年４月１日より施行する。
   　　　　　（一部改正）は、平成１０年３月１４日より施行する。
   　　　　　（一部改正）は、平成１２年４月１日より施行する。
（一部改正）は、平成３０年４月１日より施行する
事務局設置規定
  （目的）
第１条  この規定は、会則第３１条により、愛媛県剣道連盟（以下剣連という）の事業、並びに事務を円滑に執行するため必要な事項を定める。
  （事務局長）
第２条 （１）事務局長
            理事長の指示により事務局を統括し、前条の目的達成につとめる。
  （事務局員）
       （２）部長、主任、事務員
            ア）事業部長  　大会主任  補佐
            イ）審査部長  　東、中、南予各主任及び補佐
ウ）企画広報部長  企画広報主任
            エ）財務部長  　会計主任          
  オ）居合道部長  居合道主任
            カ）杖道部長    杖道主任
            キ）事務員
  （選任）
第３条 （１）事務局長は、常任理事会で推薦し、理事総会で決定する。
       （２）事務局員は、事務局長が推薦し、理事長が決定する。
  （任務）
第４条 （１）事務局長は、理事長を補佐し、事務局を統括して、事業事務を処理する。
       （２）事務局員は、次にあげる業務に当る。
 ア）事業部長は、剣連の行う大会、講習会、強化会、幼少年指導を担当する。
イ）審査部長は、剣連の審査会、公認審判認定審査を担当する。
ウ）企画広報部長は　広報活動全般を担当する。
エ）財務部長は、会計処理及び予算・決算に関する事務を担当する。
オ）居合道部長は、居合道の運営に関する事務を処理する。      
      カ）杖道部長は、杖道の運営に関する事務を処理する。
  （任期）
第５条  事務局員の任期は、２年とし再任を妨げない。
        （１）補欠により選任された事務局員の任期は、残任期間とする。
        （２）任期満了後も後任者の就任まではその業務を行う。
  （書籍・帳簿）
第６条  会則第３５条に定められた書類・帳簿の保管期間は5年とする。
付　則
   この規定は、平成１２年４月１日より施行する。
[一部改正]は、平成１６年４月１日より施行する。
[一部改正]は、平成２５年４月１日より施行する。
表彰及び葬祭等取扱規定
  （目的）
第１条  この規定は、愛媛県剣道連盟の表彰及び葬祭などの取り扱いについて必要な事項を定めるものとする。
  （表彰等の種類）
第２条  剣連の行う表彰及び祝賀・葬祭等の種類は、次のとおりとする。
   （１） 表彰
       １ 功労賞
       ２ 剣道連盟賞
       ３ 小学生・中学生・高校生の最優秀選手賞と優秀選手
（２）感謝状
　　　 １　剣連は５年に一度創設記念事業と剣連の活動に対し顕著に功績があった者を表彰する。
付則　この規定は、平成３１年４月１より施行する。
   （３） 祝賀・葬祭
  （表彰などの基準）
第３条  剣連の行う表彰及び葬祭等の実施基準は、次によるものとする。
   （１） 表彰
       １ 功労賞
           多年にわたり剣連の振興発展に貢献し、下記条項を含み、その功績がとくに顕著で三役会議で推薦し、常任理事会で承認された個人
             ア）剣連の役員を５期１０年間以上歴任した者
             イ）教士７段以上を有している者
             ウ）加盟団体長を歴任した者
             エ）８０歳以上または故人
       ２ 剣道連盟賞
           　ア） 剣連の振興発展に貢献し、その功績が特に顕著で表彰の価値があると認められた個人または団体
             イ） 県大会以上の大会において、次の成績を収めた個人または団体
                　①　全日本剣道選手権大会．．８位以上の成績
                　②　全日本居合道選手権大会．８位以上の成績
                　③　全日本杖道選手権大会．．８位以上の成績
　　　　　　　　　④　国民体育大会．．．．．．８位以上の成績
                　⑤　各種全国大会．．．．．．３位以上の成績
                 　　　(県内で予選会を実施したか、推薦により出場した場合に限る)
　　　　 　 　　　⑥　四国大会．．．．．．．．２年連続優勝の成績
                　⑦　県下大会．．．．次の年数を連続優勝の成績
                      （ａ）　３年
                      （ｂ）　５年
                      （ｃ）１０年
                      （ｄ）１５年
                      （ｅ）２０年
           　ウ） その他特に表彰に値すると認められた者
        ３ 感謝状
             剣連の発展振興に対して、特に功労があると認められた個人または、
団体
        ４ 高校生・中学生・小学生の最優秀選手と優秀選手賞
            在学中にわたって剣道に精勤し、各種の大会などで優秀な成績をあげ、
しかも、剣道発展に努力をした心身共に優れた小学６年生・中学３年生・高校３年生に授与する。
            （１）この規定による表彰の種類は、次のとおりとする。
                    ａ【最優秀選手賞】
                    ｂ【優秀選手賞】
              （２）前条の賞は、次の条件に該当するものに授与する。
                  　 a【最優秀選手賞】
1） 全国大会（県内予選会を通過）で団体３位以上個人8位　　　以上の成績をおさめた者、
・高校生は全国高校総体・国民体育大会・全国選抜大会に限　　る。
・中学生は全国中学校剣道大会と全日本少年武道練成大会（全剣連主催）、全日本少年剣道練成大会（道場連盟主催）のブロック優勝も同様と認める。
・小学生は全日本少年武道練成大会・全日本少年剣道練成大会　　                  に限る。なお同大会についてはブロック優勝も同様と認め　　　　　　　　　　　　る。
　　　　　　　　　２） 四国大会で優勝した者
                    ・ 高校生は四国高校剣道選手権大会（団体・個人）・国体四国ブロック予選に限る。
・中学生は四国中学総体（団体・個人）に限る。
                  ３） 県大会で２年連続優勝した者
愛媛県剣道連盟・愛媛県高等学校体育連盟・愛媛県中学校体育連盟が主催した大会で、同一大会・同一種目に限定する。
                    ｂ 【優秀選手賞】は、下記の条件をみたしている者の中から男女若干名を表彰する。
                      （小学生）
                       １）愛媛県剣道連盟主催の少年選手権大会でベスト８に入賞
した者
                     　２）愛媛県剣道連盟主催の少年大会で優勝及び準優勝した者
                      （中学生）
                       １）愛媛県総合体育大会団体優勝した者
                       ２）愛媛県総合体育大会個人ベスト８に入賞した者
                       ３）愛媛県剣道連盟主催の少年大会で優勝した者
                       ４）愛媛県剣道連盟主催の少年選手権大会で個人優勝した者
                      （高校生）
                       １）愛媛県総合体育大会個人ベスト８に入賞した者
                       ２）愛媛県総合体育大会団体優勝した者
                       ３）全国選抜大会予選会に優勝した者
                       ４）愛媛県新人大会において個人優勝した者
   （２） 祝賀・葬祭
       １ 祝賀の部
1） 会長が必要と認めたことがらについて
2） スポ－ツ功労賞・優秀指導者賞等の受賞者（県体協）
3） 功労賞・有効賞の受賞者（全剣連）
4） 範士称号を授与された者
5） 全国大会優勝者
             　上記の基準よりも規模・地位が上位の場合も行う。
       ２ 葬儀の部
        （１）剣連葬の場合（剣連の総力を結集し、連盟内外に広く報知して執り行うもの）
              ◎常任理事会の総意によって決定する。
                  剣連葬の実行について検討する上記理事会を開催するための基準は、下記の項目を充足した場合とする。
                   全剣連を代表した者
                   会長・副会長・理事長の要職に貢献した者
                   範士の称号を授与された者
                   振興・奨励に尽くした者
        （２）準剣連葬の場合（出身加盟団体と合同で執り行い、代表を派遣し、弔辞を捧げる。剣連加盟団体及び役員に報知する）
                   ・上記に準じる者
        （３）花輪を立てる場合（剣連加盟団体に報知する）
             （２）と常任理事以上の役職に精勤した者
        （４）弔電を打つ場合（剣連加盟団体に報知する）
             （２）（３）と役員及び加盟団体長の者
  （慶弔費）
第４条  前条の表彰及び葬祭などに対しては、慶弔費を支出することができる。
  （上申手続）
第５条  加盟団体長は、第２条に定める表彰及び葬祭等に該当すると認められる者があるときは、次により剣連会長に上申または推薦（以下「上申」という）するものとする。
   　　（１）表彰
　　　　　　 種類
             被表彰者名
              （ア）個人
                    氏名（ふりがな）・生年月日・職業・加盟団体名とその地位または、その役職名・住所
              （イ）団体
                    公式名称・代表者氏名
            表彰事由
            特に功労のあった点
            その他表彰上の参考事項
       （２）葬祭
            物故者名
              （ア）個人
                    氏名（ふりがな）・生年月日・職業・加盟団体名とその地位または、その役職名・住所・死亡の原因
              （イ）団体
                    公式名称・代表者氏名
            推薦事由
            剣道に関する功労概要
            その他参考事項
            喪主の氏名（ふりがな）・住所
            葬儀の日時・場所
            剣道に関する生前の功労概要
            その他参考資料
       加盟団体より２名以上の表彰の上申をするときは、その順を明らかにしなければならない。但し、その功労に等差のない場合は、この限りではない。
  （表彰などの審議）
第６条  理事長は、前条に規定する上申を受理したときは、表彰及び葬祭などの可決について必要な事項を調査検討し、表彰及び葬祭などの要否、種類・副賞等の程度について意見を付し、常任理事会に図り、会長の承認を受けなければならない。
  （表彰様式）
第７条  功労賞に付記する賞状、並びに賞状及び感謝状の様式は、第１号より第５号までのとおりとする。
  （表彰台帳）
剣連は、表彰台帳を備え付け、表彰等の状況を記録するものとする。
付　則
  １ この規定は、平成２年４月１日より施行する。
  ２ 表彰授与については、原則として当該県下の大会の場において行うものとする。高校生・中学生・小学生の場合は、この限りではない。
  ３ 第３条（２）葬祭規定は平成４年４月１日より施行する。
４ [一部改正]は、平成14年4月1日より施行する。
公認審判員制度運営規定
第１章　総則
（趣旨）
第1条 この規定は、愛媛県剣道連盟（以下「剣連」という。）の剣道試合における審判技量の向上を図り公平厳格な試合運営及び審判を実現させることをもって、正しい剣道の発展に寄与するために必要な事項を定めるものとする。
第2章 公認審判認定審査員会
（公認審判員認定審査員会の設置）
第2条 剣連に公認審判員認定審査員会（以下「認定審査員会」という。）を置く。
（認定審査委員会の任務）
第3条 認定審査委員会は、愛媛県剣道連盟公認審判員制度運営規定（以下「規定」という。）を正しく運営するために必要な次条所定の業務を行うことを任務とする。
（認定審査員会の業務）
第4条 認定審査員会は、次の業務を行う。
（1） 活動計画の立案及び活動報告に関すること。
（2） 規定の改正の発案に関すること。
（3） 公認審判員認定委員会（以下「認定委員会」という。）の開催に関すること。
（4） 剣連が主催する剣道大会またはこれに準ずる大会の指導に関すること。
（5） 剣連が主催する剣道大会またはこれに準ずる大会の審判員の指導、講習及びその技量の把握に関すること。
（6） その他必要と思われる事項に関すること。
（7） 委員の中から主催大会における審判長、審判主任を務めることが望ましい。
（認定審査委員会の組織）
第5条 認定審査員会は、委員長、副委員長、委員をもって組織する。
（１）委員は、概ね１５名とし、剣連常任理事会において指名して剣連会長が委嘱する。
（２）委員長、副委員長は、それぞれ１名とし、委員の互選とする。
（３）委員は、75歳以下(76歳誕生日前日)で、教士七段以上の段位にある者の中から心技ともに卓越した者をもって選定するものとする。
（４）認定委員は、大会等に参加した場合は、認定審査員胸章を左胸につけるものとする。
（委員長等の職務）
第6条 委員長は、認定審査委員会を代表し、業務を統括する。
（１）副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故あるときまたは委員長が欠けたとき委員長の職務を代行する。
（２）委員は、認定審査委員会の活動に参加し、議決並びに執行する。
（認定審査委員会の招集）
第7条 認定審査委員会の会議は、委員長が必要あると認めた場合に日時及び場所を定めて招集する。
（文書簿冊の備付け）
第8条 認定審査委員会は、その活動状況及び業務内容等を明らかにするために必要な文書簿冊を備付け、記録しなければならない。
第3章 公認審判員
（公認審判員の基本的心構え）
第9条 公認審判員に認定された者は、平素から礼儀を重んじ審判技術の錬磨に心がけ、いかなる場合にも公平な審判に努め、もって正しい剣道の実現伝承を図らなければならない。
（公認審判員の種別等）
第１０条　公認審判員の種別は、次のとおりとする。
（1） 剣道六段以上取得者から第１種公認審判員(70歳以下：71歳誕生日前日)を選定し、剣連主催にかかる大会の審判にあてる。
（2） 剣道五段取得者から第２種公認審判員(70歳以下：71歳誕生日前日)を選定し、剣連主催にかかる大会と加盟団体及び支部団体が主催する審判にあてる。　　　　ただし、加盟団体の行う大会については、71歳以上であっても加盟団体が主催する公認審判員講習会を受講している者は年齢制限を問わない。
（3） 剣道三、四段取得者（高校生以下を除く。）のうちから第３種公認審判員(70歳以下：71歳誕生日前日)を選定し、加盟団体及び支部団体が主催する大会の審判にあてる。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
ただし、加盟団体の行う大会については、71歳以上であっても加盟団体が主催する公認審判員講習会を受講している者は年齢制限を問わない。
（4） 認定審査委員は、第１種公認審判員の資格を有する者とする。
１　それぞれの公認審判員が審判をすることができる大会の種別に、例外として次の場合も審判をすることができるものとする。
（1） 第１種公認審判員は第２種公認審判員及び第３種公認審判員をもってあてる大会の審判を、また第２種公認審判員は第３種公認審判員をもってあてる大会の審判をすることができるものとする。
（2） 大会の主催者が必要と認めたときは、第１種公認審判員をもってあてる大会の審判に第２種公認審判員をもって補い、第２種公認審判員をもってあてる大会の審判に第３種公認審判員をもって補うことができる。
（公認審判員の認定）
第１１条　公認審判員は、認定審査会の審査を経て認定される。
（１）公認審判員の認定を受けようとする者は、剣連加盟団体の推薦を得て剣連会長宛の公認審判員認定申請書に必要事項を記入のうえ申請するものとする。
（２）認定申請を受理した認定審査員会は、認定審査会を開催し、申請者の人格識見及び審判技量について審査し、認定の是非を決定するものとする。
（３）公認審判員の認定を辞退しようとする者は、加盟団体を経て公認審判員辞退届により認定審査委員会に届け出るものとする。
（４）認定審査の方法は、３名以上の認定審査員で合否の判定を行う。ただし、基準等認定審査会に関する事項は、認定審査員会に一任する。
（公認審判員認定証等）
第１２条　剣連会長は、認定審査員会の認定に基づき認定料と引き換えに公認審判員認定証及び公認審判員胸章を授与する。
（１）公認審判員は、審判員として委嘱され大会に参加した場合は胸章を左胸に付けることとする。
（２）胸章は、他人に譲渡したり貸借してはならない。
（３）胸章を紛失した者は、認定審査委員会に公認審判員胸章再交付申請書を提出し再交付を受けるものとする。
（４）公認審判員の資格を辞退した者は胸章を認定審査員会に返却しなくてもよい。　　
（公認審判員の義務）
第１３条　公認審判員は、剣連の行う認定講習会を受講しなくてはならない。
（認定講習会の開催）
第１４条　加盟団体は、毎年１回以上の認定講習会を開催しなくてはならない。
（認定料等）
第１５条　審査料、認定料、講習料及び再交付料（以下「認定料等」という。）は、剣連常任理事会でこれを定める。
（１）一度納入した認定料等は、これを返却しない。
（２）公認審判員を辞退したときなど有効期間内に公認審判員の身分を失ったときは、認定料等を返却しない。
（審判員の委嘱等）
第１６条　県内におけるすべての大会（加盟団体及び地方自治体が主催するものなども含む。）の審判員は、第１０条に定める公認審判員に委嘱しなければならない。
（規定の改正）
第１７条　この規定を改正するには、認定審査委員会の発案により剣連常任理事会で３分の２以上の多数による議決が必要である。
付則
第1条 この規定は、平成６年４月１日から実施する。
第2条 この規定（一部改正）は、平成１２年４月１日から実施する。
第3条 この規定（一部改正）は、平成３０年４月１日から実施する。
